
所 得 申 告 特 集

申告期間　２月16日㈪～３月16日㈪

所得税・復興特別所得税の確定申告
町・県民税（住民税）の申告

　平成26年分の所得税・復興特別所得税の確定申告と、平成27年度の町・県民税（住民税）の
申告が始まります。申告が必要な方は、必要書類等を事前に準備して、期限内に申告してください。

　毎年１月１日から12月31日までの１年間
に生じた全ての所得の金額とそれに対する
所得税・復興特別所得税の額を計算し、申
告期限までに確定申告書を提出して、源泉
徴収された税金や予定納税で納めた税金な
どとの過不足を精算する手続きをいいます。
確定申告書は、提出時の納税地を所轄する
税務署長に提出します。

　前年の所得に対して翌年度課税される町・県民税（住民
税）の計算を行うために必要な申告です。申告書を賦課期日
（１月１日）現在の住所地の市町村長に提出します。

※税務署へ確定申告書を提出する方や、収入が給与収入だけで
勤務先から給与支払報告書が上里町に提出されている方（医
療費控除や社会保険料控除などの控除の追加を行う方は除
く）は、町・県民税（住民税）の申告の必要はありません。

はい
いいえ

いいえ

はい

はい
はい

はい

扶養控除、医療費控除、
社会保険料控除等の
控除を追加しますか？

所得（収入から必要経費を差し引いた
金額）の合計金額が、所得税の所得控
除額の合計より多いですか？

勤務先から町に
給与支払報告書は
提出されていますか？

いいえ
いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

次のどれかに該当しますか？
○国民健康保険に加入している
○介護保険に加入している
○後期高齢者医療保険に

加入している
○国民年金免除申請を行う
○所得・課税・非課税証明書が
　必要である

はい

①へ ②へ

給与の全てについて
年末調整は済んでいますか？

①へ ②へ

②へ ①へ ③へ

公的年金以外の
所得は２０万円
以下ですか？

いいえ

親族が会社の年末調整であなたを
扶養する申告をしていますか？
または、確定申告であなたを扶養
する申告をしますか？

Ａ．収入がなかった方
（非課税所得のみの方を含みます）

①へ ③へ

Ｄ．給与・年金所得以外の所得がある方
（事業・不動産・一時・雑所得等）

上里町に町・県民税（住民税）の申告をする必要
はありません。（平成27年1月1日に住んでいた
市区町村へ相談してください。）

Ｂ．給与収入があった方 Ｃ．公的年金収入があった方

いいえ

はい

<判定結果>

公的年金収入額は
４００万円以上ありますか？

②へ
はい

公的年金以外の収入は
ありましたか？

※このフローチャートは一般的な例を示しています。
はい

いいえ

 いいえ

③へ ②へ①へ ③
確定申告、町・県民税
（住民税）の申告は
必要ありません

所得税・復興特別所得税が源泉徴収され
ていて、還付を受ける場合には、確定申告
が必要です。

確定申告書を提出すれば、町・県民税（住民税）の申告は
必要ありません。確定申告書「住民税・事業税に関する事項」
欄に該当する事項、金額があれば必ず記入してください。

② 確定申告が必要です

① 町・県民税（住民税）
の申告が必要です

所得税・復興特別所得税が源泉徴収され
ていて、還付を受ける場合には、確定申告
が必要です。

給与以外に
所得はありますか？

はい はい

はい

はい

いいえ

扶養控除、医療費控除、
社会保険料控除等の
控除を追加しますか？

平成26年1月1日から12月31日までに収入はありましたか？ 収入がなかった方はＡに、収入があった方は主な収入の種類によってＢ、Ｃ、Ｄにお進みください。

ス　タ　ー　ト
平成27年1月1日現在、上里町に住んでいましたか？

いいえ

給与収入が
2,000万円を
超えますか？

給与以外の所
得は20万円
以下ですか？

はい

申告は必要？
下図を参考に確認してください。

町・県民税（住民税）の申告とは所得税・復興特別所得税の確定申告とは
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申告会場・日時
■上里町役場での申告相談会
　町・県民税（住民税）の申告および所得税・復興特別所得税の確定申告の受付を行います。混雑緩和のため
受付地区を指定していますので、ご協力をお願いします。受付整理番号札は、午前８時30分から配布します。
なお、庁舎管理の都合上、午前８時以前の入庁はできませんのでご了承ください。

会場 受付日 受付時間

上里町役場４階・大会議室
２月16日㈪～３月16日㈪ 

※平日のみ受付（ただし、３月８日㈰は午前のみ受付）
午前９時～11時 
午後１時～ ４時

申告受付地区別日程表
日時 受付対象地区

２月 １６日（月） 黛・金下
１７日（火） 金上・内出・西金・金下東
１８日（水） 勝一・勝二・原一・原二・天神・真下・堀込
１９日（木） 宿・屋敷・東宮・十八軒四軒家・中五明・南五明
２０日（金） 下郷・宮・上郷・久保・寺西・新堀・並木沖
２１日（土）
２２日（日）
２３日（月） 東大御堂・西大御堂
２４日（火） 田中・丹蔵石倉・岡・堀之内・東堤
２５日（水） 横町・阿保町・長浜町
２６日（木） 立野・立野南・久城
２７日（金） 本郷一・本郷二・本郷三
２８日（土）

３月 １日（日）
２日（月） 京塚
３日（火） 古新田
４日（水） 三田
５日（木） 三軒
６日（金） 久保新田・四ツ谷
７日（土）
８日（日） 地区指定日に都合の悪い方【午前の部のみ】
９日（月） 西原町東・西原町西・一丁目

１０日（火） 二丁目・三丁目・四丁目・五丁目
11日（水） 東町東・東町西・宮本町
１２日（木） 八町河原・忍保
１３日（金） 地区指定日に都合の悪い方
１４日（土）
１５日（日）
１６日（月） 地区指定日に都合の悪い方

※指定日に都合の悪い方の申告日を設けてありますが混み合いますので、指定日以外でも
申告を受付します。また、例年、申告初日は大変混み合い、通常よりお待ちいただくことに
なってしまいますので、できるだけお避けいただきますようご協力をお願いします。

■本庄税務署での確定申告相談会
　確定申告全般の受付を行います。駐車場が狭いため、公共交通機関をご利用ください。
※午後２時以降は少ない職員で対応していますので、お早めにお越しくださいますようお願いします。

会場 受付日 受付時間
本庄税務署 

（本庄市駅南２丁目25－16）
２月16日㈪～３月16日㈪ 

※平日のみ受付
相談時間／午前９時～午後５時 

（午前８時30分～受付）

所得税・復興特別所得税の確定申告はe-Tax（ｲｰﾀｯｸｽ）が便利です
　e-Taxを利用すれば、申告期間中は24時間いつでも自宅のパソコンを使って確定申告ができます。また、源泉徴収票
や医療費の領収書などの添付書類の提出を省略できます（ただし、法定申告期限から５年間は、税務署から書類の提
出または提示を求められることがありますので、ご自身で保管しておいてください。）。
e-Taxを使って申告するときに必要なもの
□　電子証明書　町民福祉課で発行する「住民基本台帳カード」に電子証明書を付与したものなど
□　ＩＣカードリーダライタ　家電販売店などで購入できます。
詳しくはe-Taxホームページ（URL http://www.e-tax.nta.go.jp）で確認してください。

問合せ　所得税・復興特別所得税の確定申告について…本庄税務署【☎22－2111（自動音声案内）】
　　　　町・県民税（住民税）の申告について…税務課住民税係【☎35－1221内線1802・1803】

○次に該当する人は、上里町役
場申告会場で確定申告の受付
ができないため、本庄税務署
で申告してください。

①新規または連帯債務の場合の住宅借入
金等特別控除

②土地・建物・株等の譲渡所得
③先物取引に係る雑所得等
④外国税額控除
⑤雑損控除
⑥災害減免
⑦損失の繰越
⑧青色申告
⑨外国在住の親族を扶養される方
⑩死亡者の確定申告
⑪平成25年分以前の確定申告
⑫その他（確定申告書の本人控えに受付

印が必要な場合や、税務署での申告が
適当と思われる方など）

※消費税・贈与税・相続税の申告は、本
庄税務署でお願いします。

※上里町役場での申告会場では、e-Taxを利用した確定申告は
できません。
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所 得 申 告 特 集

　毎年、申告会場は大変混み合い、長時間お待ちいただくことがあります。待ち時間短縮のため、事業（営業・農業）・不動
産所得の申告をする方は、「収支内訳書」を必ず事前にご自身で作成してお持ちください。
　また、医療費控除を申告する方は、平成26年１月１日から12月31日までに支払った金額（自己負担額）と、保険金等で補てん
された金額を、医療を受けた人・病院等ごとに集計して「医療費の明細書」を必ず事前にご自身で作成してお持ちください。
　なお、必要書類に不備がある場合は、一度退席され、必要書類を整えてから再度ご来場いただくことになりますのでご了
承ください。

対　　　象 必　要　書　類　等

申告者全員

印鑑（朱肉を使うもの）

振込先口座の分かるもの
（所得税の還付が生じる場合は、申告者本人の口座に振り込まれます。）

税務書から申告書が郵送されてきている場合は申告書

所
得
に
関
す
る
も
の

給与・年金所得者
源泉徴収票（コピー不可）
※源泉徴収票の住所や氏名に変更があった場合は住民票の写し
　（上里町役場で申告する場合は不要）

事業（営業・農業）・
不動産所得者

収支内訳書（必ず事前にご自身で作成してお持ちください。）、
収入・経費が分かる書類、帳簿など

雑・一時所得者 支払調書、収入・経費が分かる書類など

配当所得者 支払通知書、特定口座年間取引報告書など

控
除
に
関
す
る
も
の

社会保険料控除

国民年金保険料控除証明書、所得申告参考資料（１月下旬発送）、領収書など
※国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療保険等の保険料が年金から特別徴収されてい

る場合、控除の適用は保険料支払者本人になります。（配偶者その他親族の控除には適用
されません。）

生命保険料控除 控除証明書

地震保険料控除 控除証明書（平成18年12月31日までに契約した旧長期損害保険料を含む）

医療費控除
医療費の明細書（必ず事前にご自身で作成してお持ちください。）、領収書、高額療養費などの
補てん金が分かるもの、おむつ使用証明書など

障害者控除 身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、障害者控除対象者認定書など

配偶者特別控除 源泉徴収票など配偶者の所得を証明できる書類

雑損控除 損害額が分かる書類（工事領収書・明細書）、り災証明書など

寄附金控除 寄附金の領収書など

障
害
者
控
除
対
象
者
認
定
書

　

身
体
障
害
者
手
帳
や
療
育
手
帳
の
交
付
を
受
け
て

い
な
い
方
で
も
、
65
歳
以
上
で
介
護
保
険
の
要
介
護

２
～
５
の
認
定
を
受
け
て
い
る
方
お
よ
び
そ
の
扶
養

者
は
、
障
害
者
控
除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

そ
の
場
合
は
、
申
告
時
に
「
要
介
護
認
定
・
要
支
援

認
定
等
結
果
通
知
」
の
原
本
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、
町
お
よ
び
本
庄
税
務
署
以
外
で
申
告
さ
れ
る

方
は
、
申
告
先
に
あ
ら
か
じ
め
電
話
等
で
必
要
書
類

を
確
認
し
て
い
た
だ
き
、
「
障
害
者
控
除
対
象
者
認

定
書
」
が
必
要
な
方
は
、
高
齢
者
い
き
い
き
課
高
齢

介
護
係
【
☎
35
―
１
２
４
３
】
へ
申
請
し
て
く
だ
さ

い
。
申
請
の
際
は
印
鑑
（
認
印
可
）
を
持
参
し
て
く

だ
さ
い
。

お
む
つ
代
の
医
療
費
控
除
確
認
書

　

お
む
つ
代
が
医
療
費
控
除
の
対
象
と
し
て
認
め
ら

れ
る
に
は
、
医
師
の
発
行
す
る
「
お
む
つ
使
用
証
明

書
」
が
必
要
で
す
。
た
だ
し
、
前
年
に
「
お
む
つ
使

用
証
明
書
」
で
控
除
を
受
け
て
い
る
方
で
、
要
介
護

認
定
を
受
け
て
い
て
一
定
の
要
件
を
満
た
す
方
は
、

町
が
発
行
す
る
「
お
む
つ
代
の
医
療
費
控
除
確
認

書
」
が
代
わ
り
に
な
り
ま
す
。
「
お
む
つ
代
の
医
療

費
控
除
確
認
書
」
が
必
要
な
方
は
、
高
齢
者
い
き
い

き
課
高
齢
介
護
係
【
☎
35
―
１
２
４
３
】
へ
申
請
し

て
く
だ
さ
い
。
申
請
の
際
は
印
鑑
（
認
印
可
）
を
持

参
し
て
く
だ
さ
い
。

申告に必要なもの

障
害
者
控
除
・
医
療
費
控
除
の

証
明
書
を
発
行
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医療費控除を受ける方へ
　医療費控除とは、自分や自分の家族のために医療費（治療のために直接必要な費用）を支払った場合に一定
の金額の所得控除を受けることができる制度です。医療費控除を申告することにより、所得税が還付になった
り、住民税が減額になったりする場合があります（支払った医療費が還付される制度ではありません）。医療
費控除を申告する方は、平成26年１月１日から12月31日までに支払った金額（自己負担額）と、保険金等で補
てんされた金額を、医療を受けた人・病院等ごとに集計して「医療費の明細書」を事前に作成してお持ちくだ
さい。

○申告する際に必要なもの
・平成26年中に支払った医療費の領収書
・保険金などで補てんされる金額が分かるもの
・医療費の明細書
※健康保険組合等から送付される「医療費のお知らせ」
　は領収書の代わりにはできません。

（保険金などで補てんされる金額の例）

・健康保険制度などから支給される療養費

・高額療養費

・出産育児一時金

・損害保険や生命保険による補てん

（医療費控除の対象とならない費用の例）
・人間ドックなどの健康診断や特定健康診査の費用
 （ただし、健康診断の結果、病気が発見され治療が
　開始された場合等は対象となる場合があります。）
・インフルエンザ等の予防接種費用
・自家用車で通院した場合のガソリン代や駐車料金
・一般的な近視や遠視の矯正のため眼鏡等の購入費
・容姿を美化し、容ぼうを変えるなどの目的で行った整形手術の費用
・ビタミン剤等の病気の予防や健康増進のために用いられる医薬品の購入代金
・入院の際の医師の指導によらない差額ベッド代や単なる日用品等の購入費用

本庄税務署からのお知らせ

公的年金等受給者に係る
確定申告不要制度

　平成23年分以後の各年分において、公的年金等
の収入金額の合計額が400万円以下であり、かつ、
公的年金等に係る雑所得以外の所得金額が20万円
以下である場合には、所得税の確定申告は必要あ
りません。
※この場合であっても、所得税の還付を受けるた

めや、確定申告書の提出が要件となっている控
除（例えば、純損失や雑損失の繰越控除など）
の適用を受ける場合には、確定申告書の提出が
必要となります。

※所得税の確定申告が必要ない場合であっても、
町・県民税（住民税）の申告が必要な場合があ
ります。

災害にあったときの雑損控除について

　平成26年中に大雪や地震などの自然災害により、
住宅や家財（屋根やブロック塀など）に損害を受け
た方は、申告により雑損控除を適用することで、所
得税や町・県民税が減額になる場合があります。申
告の際には、修繕の際に支払った金額が記載された
領収書やり災証明書などの添付が必要になります。

雑損控除の金額
①・②のうち、いずれか多い方の金額
①損害金額－所得金額の10分の１
②損害金額のうち災害関連支出の金額－５万円
※損害金額は、保険金等で補てんされる金額を

控除した金額をいいます。

　なお、被害の状況や所得状況などにより雑損控除の
対象とならない場合もありますので、雑損控除の詳しい
内容は、本庄税務署【☎22－2111】にご確認ください。
※雑損控除は、本庄税務署での申告となります。

医療費控除額（最高200万円）

＝ － －
その年中に支払った

医療費の合計
保険金などで

補てんされる金額
10万円または総所得金額等の５％

（どちらか少ない額）

医療費控除額の計算方法

広報かみさと No.5495


